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はじめに

「21世紀国際貿易港湾発展の研究」シリーズ論文は十九回に分け発表することとする。

第一回目 21世紀ヨーロッパ国際貿易港湾発展の研究

第二回目 21世紀アメリカ国際貿易港湾発展の研究

第三回目 21世紀カナダ国際貿易港湾発展の研究

第四回目 21世紀オーストラリア国際貿易港湾発展の研究

第五回目 21世紀ロシア国際貿易港湾発展の研究

第六回目 21世紀ブラジル国際貿易港湾発展の研究

第七回目 21世紀アフリカ・中東地域・インド国際貿易港湾発展の研究

第八回目 21世紀タイ・マレーシア・インドネシア国際貿易港湾発展の研究

第九回目 21世紀シンガポール国際貿易港湾発展の研究 1（今号）

第十回目 21世紀シンガポール国際貿易港湾発展の研究2

21世紀ベトナム国際貿易港湾発展の研究

第十一回目 21世紀韓国国際貿易港湾発展の研究

第十二回目 21世紀日本国際貿易港湾発展の研究 l

第十三回目 21世紀日本国際貿易港湾発展の研究2

第十四回目 21世紀台湾・香港国際貿易港湾発展の研究

第十五回目 21世紀中国上海・寧波国際貿易港湾発展の研究

第十六回目 21世紀中国広州・深別・北部湾国際貿易港湾発展の研究

第十七回目 21世紀中国青島 ・連雲港・海西国際貿易港湾発展の研究

第十八回目 21世紀中国天津 ・唐山国際貿易港湾発展の研究

第十九回目 21世紀中国大連・営口国際貿易港湾発展の研究

アブストラク卜

本稿では、 21世紀において企業集積の好況。産業経済 ・貿易港湾の分野で高度成長し

ている東南アジアの先進国シンガポールの経済発展の概況と主要産業、企業（国内企業・

外資系企業・企業の海外進出）について論述する。

キーワード 先進国、新興国、グローパル市場、次世代産業の成長戦略、構造改革、資源貿易、

資源大国、高度技術産業立園、基幹産業、外資系企業、海外進出、国際工業団地、国際開

発センター、多国籍企業。
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I .シンガポールの産業経済、国内外企業、

貿易輸出入、海運、船舶、国際貿貿港

湾の発展

l .シンガポールの産業経済発展の概説

シンガポールの正式名称はシンガポール共

和国（TheRepublic of Singgapore）である。

マレー半島南端に位置するシンガポール島と付

属諸島からなる共和国である。国土面積は東

京23区程度の広さである。民族構成は華人系

74%、マレー系13%、インド系9%、その他で

ある。2014年の人口は546万人で、うちシン

ガポール居住者は387万人で、ある。マラ ッカ海

峡の要衝に位置し、インド洋と太平洋間の交通

のかなめであり、東西国際航路の中枢の役割を

果たしている。

この半世紀問、シンガポール経済は高度経済

成長を持続してい る。1965～2013年、年平

均経済成長率は7%を超えている。

GDPの年代別平均成長率を見てみると、

1970年代が8.9%、1980年代が7.5%、1990

年代が6.9%、2000～2011年が5.4%と経済

の成熟が進んでいる。GDPは、 1980年100億

円h 2004年には1,000億なを超え、 2010年に

は2,000億円しを突破して初めて香港の経済規模

を超えた。2013年のGDPは2,979億ドルで、国

民一人当たりのGDPは世界2位である。1991

年、シンガポール政府は2030年までに先進国

入り目指す戦略経済計画に着手している。

外貨準備高は、 2000年801億弘、 2010年

2,255億円し、 2011年2,590億丸、2012年2,593

憶な、 2013年2,728億円ιと、世界有数の富裕国

に成長を遂げてきている。

2016年、シンガポール政府は新たな経済戦

略づくりのため 「未来経済委員会」を立ち上げ、

新しい成長モデルと産業や未来の雇用の在り方

などについて提言を取りまとめることとなって

いる。

20年にわたって主要国の国際競争力を比較

しているスイスのIMO（国際経営開発研究所）

の年報によれば、 2008年、 55の対象国の中で

シンガポールは、政府の効率性：世界l位、ビ
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ジネスの効率性：同2位、経済的成果：同3

位、インフ ラの発達 ：同3位で、総合順位は世

界2位を占めている。なかでも、経営幹部に対

してアンケートを実施しその結果を企業運営

に反映させるという手法が高評価を得ている

ことが注目される。1994～2001年、 シンガ

ポールはアメリカに次いで世界2位を占めてお

り、 2003年同4位、 2004年同2位、 2005年同3

位、 2006年同3位、 2007年同2位、 2008年同

2位、 2009年同3位である。またジュネーブに

本部のあるWEF（世界経済フォーラム）の評

価では、 1996～1999年世界l位、 2000年同2

位、 2001年同4位、2002年同7位、 2003年同6

位、2004年同7位、 2005年同6位、 2006年同5

位、 2007年同7位、 2008年同5位、 2009年同3

位、 2010年同3位、 2011～2014年同2位であ

る。イギリスのEIU（エコノミスト ・インテリ

ジェンス ・ユニット）の資本の吸引、会社、人

材、観光客などの分野における能力に基づく評

価では、 2012年、 シンガポールは世界の120

都市の中でニューヨーク、ロンドンに次いで世

界3位である①。世界銀行の2015年版「ビジネ

ス環境ランキング、」でも、ビジネスのしやすさ

総合ランキングにおいて連続9年でl位を占め

て、世界的に高い評価を受けている。

シンガポールの成長戦略は、ハイレベルの人

材・ 産業 ・国内外企業経営・金融産業・サービ

ス産業 ・海事産業に基づく産業立国である。

2. シンガポール産業経済の発展

( l ）産業情造

2010年、シンガポールGDPと労働人口の構

成比を主な分野別に見てみると、 ①製造業：

GDP構成比26%、労働人口構成比17%、②建

設業 ：GDP構成比4%、労働人口構成比12%、

③サービス業： GDP構成比62%、労働人口構

成比70%である。最大のサービス業について主

なものを見てみると、 a.商業 ：GDP構成比16%、

労働人口構成比14%、b.輸送 ・通信業： GDP

構成比9%、労働人口構成比10%、c.金融サー

ビス：GDP構成比12%、労働人口構成比5%、d.ビ



ジネスサービス： GDP構成比11%、労働人口

構成比6%、e.その他サービス： GDP構成比9%、

労働人口構成比21%である。

1981年の産業別構成割合は、第一次産業1%、

第二次産業41%、第三次産業58%で、 2013年は、

第一次産業0.0%、第二次産業23.7%、第三次

産業76.3%であり、第三次産業への移行が顕著

である。シンガポールは世界の重要な製造業基

地であり輸出基地である。世界における集積回

路、磁盤駆動機の生産基地である。電子電器業、

化学工業、海事工業（海洋構造物工業）、生物

医薬業はシンガポールの4大基幹産業である。

シンガポールは船舶建造、石油精製、電子製

品、化学機器などの生産拠点として発展してき

ている。 1980年代から2000年まで高い経済成

長を続け、韓国、台湾、香港と並んでアジア

NIES （新興工業経済地域）と称されるように

なり、アジアの国際ビジネス、輸出、生産拠点

としての地位を築きあげてきている②。

シンガポールは1960年代半ばから輸出志向

型工業戦略に転換し、 1980年からは産業の高

度化を一貫して続けている。1990年代には高

度な知識集約型産業の育成を目指して研究開発

を基礎とした新たな産業政策を展開し、欧米諸

国の多国籍企業のアジア・太平洋地域の拠点、と

して、特に近年は東南アジアの金融センターと

して不動の地位を保っている。

シンガポールは、環太平洋と環インド洋を視

野に入れながら「陸運・海運・空運」と「製造・

金融・石油精製・電子製品・化学製品の生産拠

点、」とを効果的に活用しながら発展し、アジア

の国際ビジネス、輸送、生産拠点としての位置

を固めてきている③。

(2）教育産業

シンガポールといえば学力の高さで知られる。

OECD （経済協力開発機構）の2012年PISA（学

習到達度調査）によれば、読解力： 世界3位、

数学的リテラシー：同2位、科学的リテラシー：

同3位である。2010年の米国・ハーパート大学

への留学生数は世界4位であり、海外からシン

ガポール・南洋理工大学へ留学する学生も多い。

2002年、シンガポール経済開発庁（EDB）は、

多様性と独創性を併せ持つ質の高い教育サービ

スを提供することを目標とし、①世界トップク

ラスの教育機関の誘致、 ②私立の教育産業の規

制強化、③ノ、イレベルの留学生の誘致に取組

んでいる。そして外国人留学生を15万人とし、

GDPに占める教育産業比率を5%とする目標を

掲げている。教育関係予算は国家予算の23%を

あてる計画である。

2013年の世界大学ランキングではシンガ

ポール国立大学は24位である。アジア地域の

他の大学は、香港大学26位、東京大学32位、

ソウル大学35位である。 2010年、中国は経済

発展するシンガポールに学ぶため留学生を派遣

することを決定している。注目すべきことであ

る④。

シンガポールは文化産業振興にも取組んでい

る。メディア開発庁を設置し、高等教育機関に

関連学科を設けて文化プロデ、ューサーの養成を

おこなっている。

(3）観光産業

シンガポールの観光事業は有力な成長産業の

ひとつであり、観光立国としても力を入れてい

る。ロンドン、 パリ、バンコクに次いで世界で

4番目に外国人観光客の多い都市である。観光

立国を目指す戦略として、①ソフ ト面では、観

光分野の人材育成に力を入れており、、専門学

校や大学に観光学科を設置し国がトレーニング

プログラムを開発している。②ハード面では、

チャンギ空港なと事のハブ空港の建設やマリー

ナ・ベイ地区・セントーサ島などにおける総合

型リゾートの開発に取組んでいる。カジノも解

禁している。医療を観光資源とする動きもある。

シンガポールの医療制度は評価が高く、世界保

健機構（WHO）が2000年に発表した医療制度

ランキングではアジアでl位であり、世界でも

6位である。この質の高い医療を観光資源とし

て振興するアジアの医療ハプを目指す⑤。

多民族なので多様なフェスティパルが年聞を

通じておこなわれている。なかでも中国やイン

ドのイベントが多く観光客の人気も高い。この
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こともシンガポールを訪れる観光客が多いこ

との理由のひとつとなっている。観光産業の

GDPに占める割合はほぼ5%である。

シンガポールの観光産業の発展の背景には政

府による積極的な推進がある。シンガポールの

観光政策は、経済発展局（EDB）などの関係

官庁と空港公団、航空会社、ホテルなど関連民

間企業からなる模範的な協力体制のもとで実施

されている。その中核をシンガポール政府観光

局（STPB）が担っている。STPBの活動内容は、

圏内ではイベント開発、新たな観光資源の整備、

観光資源の開発などをおこない、海外では17

都市地域に事務所を、 8都市にマーケテイング

事務所を設置し、観光案内資料の配布、セミナー

の開催、観光展への参加などをおこなっている。

2013年の外国人観光客数は、アジア1,200万

人（うち中国226万人、日本83万人）、北米64

万人（うちアメリカ49万人）、欧州159万人（う

ちイギリス46万人、ドイツ25万人）、オセアニ

ア126万人（うちオーストラリア112万人）で

ある。

(4）金融業

シンガポール政府は、シンガポールを国際金

融センターとして発展させるために、外国金融

機関に対して門戸開放、税制上の優遇措置、資

本取引や為替取引の自由化などのインセンティ

ブを与えて、オフショアー市場を育成してきて

いる。1984年にはシンガポール国際金融取引

所（SIMEX）を設立するほか、新たな金融商

品を導入するなどの施策を講じてきている。そ

の結果、金融サービス業は重要な産業に成長

してきており、 2013年のGDPに占める割合は

11 %である。外国銀行数は圏内銀行数をはるか

に上回っている。2015年、シンガポールはロ

ンドン、ニューヨーク、香港に次ぐ世界4位の

グローパル金融センターに成長している。

世界中で証券取引所の大型再編が進行するな

か、シンガポール取引所（SGX）は独自の路線

を歩んでいる。他の動きとは距離を置き、ライ

バルに先駆けて投資家のニーズが見込める新し

い金融派生商品（デリパティブ）を提供して利
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潤を上げる戦略である。デリパティブは売上げ

の4割を占める最大部門となり今後も活動の原

動力としてさ らなる充実を目指している⑥。

(5）知識産業

シンガポールはIT・バイオなどの知識産業の

育成に国を挙げて取組んでいる。エレクトロニ

クス産業への依存率が高いことから産業構造の

高度化が急務と認識されている。先進分野の研

究は世界クラスの人材をいかに集められるかに

かかっており、このため積極的に海外から人材

を誘致している。

科学技術振興については科学技術庁が中心と

なって、 IT・バイオ・ナノ関連の研究を進めて

いる。2010年科学技術計画によるサイエンス

ノtークの運営も担当している。経済開発庁は多

国籍企業による対内直接投資プロジェクトを担

当している。

シンガポールの西南部に位置するプオナビス

タ地区ではワンノース計画が進行している。こ

こはバイオ、 ITなど知識産業のための科学技

術ゾーンである。完成の暁には大規模な科学技

術の街となる。周辺にはシンガポール国立大学、

国立の研究所群、サイエンスパークなどが立地

している。

世界でシンガポールが経済の主要産業拠点と

して選ばれる理由としては、何と言っても世界

のバイオ医科学リーダーが集結するグローパル

拠点であることがあげられる⑦。

(6）交通産業

シンガポールは貿易、物流の分野で良好なイ

ンフラを活かしASEANの貿易、物流の拠点と

なっている。IT関連のハイテク財の輸出拠点

でもある。港湾は積替え主体であるが24時間

稼働であり東南アジアのハブ港となっている。

チャンギ国際空港は路線網が充実し、 24時間

運営で市内とのアクセスの良さも世界トップク

ラスである。しかしながら、海上コンテナ貨物

で各社の直航サービス強化が続く中でシンガ

ポールの重要性がやや低下しているのも実情で

ある。チャンギ空港の貨物取扱量も年間180万

九台で足踏み状態が続く⑧。



シンガポール一札幌開設（台湾経由週3回）。

シンガポール航空傘下の格安航空会社（LCC)

スクートは2016年9月26日、シンガポールと

北海道聞を台湾経由で結ぶ週3回の定期便を

2016年10月I日に開設すると発表した。北海

道に東南アジア観光客の旅行需要を取り込むの

が担いだ。全路線に米ボーイングの最新鋭旅客

機787型機（座席数は335席）を投入。10トン

の貨物の搭載が可能で、日本貿易振興機構（ジェ

トロ）と協力して北海道産食品の東南アジアへ

の輸出拡大も後押ししていく 。新しい定期便は

週3回、夜に札幌を出発し、経由地の台北に到

着。日をまたいで台北を出発し、シンガポール

に早朝到着する。

都市の発展は集積の経済が鍵となる。人が集

まり産業が集積しているところにますます多く

の人や企業が吸収される。

シンガポールで、初めて都市高速鉄道（MRT)

が開通したのは1987年である。2009～2012

年にかけて段階的に環状線が開通し、 MRTの

ネットワークはl54kmに達した。鉄道ネット

ワークは2030年には360kmに延伸する計画で

ある。2013年、シンガポールとマレーシア・

クアランプール（300km）とを結ぶ高速鉄道建

設計画も両国政府間で締結されている。

(7)都市建設産業

シンガポールは都市部が島の南部に集中して

おり、近年市域の拡大や整備が進展しており海

岸部でも新たな建設が進んでいる⑨。

都市再開発庁（URA）は、経済成長に必要

な工場用地や空港、港湾などの整備を進める一

方で、増加する国民の住居を確保しつつ、緑あ

ふれる美しいシティ・イン ・ザ・ガーデン（庭

園の中の都市）をいかにっくりあげるかという

都市計画を策定する政府機関である。

シンガポールは近年、人口急増・交通渋滞 ・

住宅供給などの都市問題に悩む他のアジア諸国

や中東、アフリカなどの国々に向けて蓄積した

都市計画のノウハウを輸出すべく積極的に働き

かけている。URAは海外からの都市計画マス

タープラン策定の需要が多いことを受けて、コ

ンサルテイングサービスを提供する専門グルー

プを立ち上げている。これまでに、シンガポー

ルと中国の共同開発プロジェクトである蘇州工

業団地や天津エコシティのマスタープラン策定

に関わっている。また住宅開発庁（HOB）か

ら分社化したスルパナ社はアジア・中東の7都

市にオフィスを構えコンサルティング業務や開

発を手掛けている。

(8）製造業

シンガポールは世界経済の中心になるハブ化

を目指している。世界的に重要な製造業基地、

国際貿易センタ一、国際金融センター、国際航

運センタ一、国際通信と旅行会議センターを整

備し、他のアジアNIESに先駆けて国際経済の

総合的センターの位置を占めるに至っている。

シンガポールは世界的に重要な製造業拠点で、

あり輸出基地である。主な輸出品目を見てみる

と、事務通信設備：世界5位、集積回路・部品：

同2位、科学工業製品：同7位、医薬製品：同6位、

石油製品：同3位、海洋物製造：同I位である。

日本においてもシンガポールの物流ハブ機能

についてあらためて注目が集まっている。近年

アジア域内では各国の港湾開発が進み海上コン

テナ輸送ではサービスが多様化しシンガポール

への期待もやや薄まってきているが、アジアの

ハプ拠点としてのシンガポールの位置付けは今

後も揺ぎそうにない⑩。

シンガポール政府は産業における製造業の役

割を重視し、先進国企業の技術・設備の導入

を軸として工業団地の造成や人材育成や優遇

措置など受け入れ態勢の整備を進めてきてい

る。GDPに占める製造業のシェアは1998年以

降漸減傾向にある。2011年に20%を割り込み

2014年には17.4%まで低下している。就業人

口は200l年の31万人が2013年には28万人に

減少している。かつてシンガポール経済を支え

ていた石油関連産業の地場製造業部門の付加価

値生産シェアが縮小して、高度技術集約型のコ

ンビュータとIT関連電子製品及び資本設備集

約型の化学製品及びバイオメデイカル部門が製

造業部門の主役となっている。
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シンガポ ール政府は 1986年に国家コン 製造業主要分野の生産額と就業者数（2014年）

ビュータ化計画を発表以降、国家情報基盤整備

に取り組みIT環境整備を他国に先駆けて進め

てきている。これは世界的に見ても早い取り組

みで、シンガポール政府が多国籍IT企業の誘

致を積極的に進めた結果、エレクトロニクス産

業は急速な成長を遂げた。主要な生産品とし

ては、半導体ウエハ一、電子製造組立（EMS）、

ハードディスクドライブ、 POSプリンターなど

があげられる。特に半導体ウエハーは世界全体

の10%、ハードディスクドライブは同40%を

生産している。シンガポールには14のシリコ

ンウエハー製造工場、 40の集積回路センター

(IL）が立地している。エレクトロニクスはシ

ンガポールの経済成長を支える主要産業であり、

2014年におけるGDP付加価値の26.8%を占め

ている。2014年の就業者数は7万人で製造業全

体の16.9%を占めている。

2000年、シンガポール政府はアジアのバイ

オポリス構想を発表し、バイオメデイカルサイ

エンスを電子、化学、 エンジニア リングに次ぐ

製造業の4本目の柱として位置づけ、積極的な

産業振興を開始した。 2003年にオープンした

バイオポリスは、科学技術振興政策の一環とし

てつくられたバイオテクノロジー特区で、分子

細胞生物学研究所 (IMCB）、ゲノム研究所な

どの国立研究所を設置したほか、世界中から研

究者を招致しバイオパークの周辺にはバイオテ

クノロジー系企業を20社以上も誘致している。

日系ではJST、早稲田バイオサイエンス研究所、

理研、エーザイなどが誘致に応じている。バイ

オメデイカルサイエンスの生産高は、 2000年

63億ss~から 2012年293億S"11- に増加している。

アジア新興国市場では今後中間層の拡大が見込

まれ、医薬品・医療用機器のニーズの高まり予

測されることから、シンガ1ール政府は専門家

の育成、バイオ関連のR&D拠点、バイオポリ

スの開発、知的財産権 (IP）の法整備などビジ

ネス環境を整備して同部門への誘致を進めよう

としている。
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分野 生産額億s＇，~ 就業者数人

石油を含む化学 1,034.80 26,186 

エレクトロニクス 826.93 71,366 

ノfイオメデ、イカル 214.73 16,800 

精密機器 371.80 91,570 

輸送機器 338.30 113,924 

シンガポール政府は、 21世紀工業発展計画

を発表している。この計画はシンガポールを製

造業、製造サービス業、輸出サービス業の各分

野において世界のトップクラスとする21世紀

へ向けての戦略計画で、ある。この計画が実現す

れば製造業生産量は25%増加し、また今後増加

する就職機会のうち66%は知識技術型が占め

ることとなる。主要な施策項目は、 ①製造業の

多元化、②世界クラスの企業の創造、③新機軸、

④国民生涯学習、⑤人材の誘致である⑪。

3.シンガポールの企業

シンガポールは東南アジア最大の起業拠点で

ある。

( l ）圏内企業

2014年、シンガポ ールのGDPは3,806億S

＂，~ （前年比2.9%増）で、内訳はサービス部門

66.8%、製造業19.3%、建設業4.8%である。サー

ビス部門では小売業、運輸・倉庫、情報 ・通信、

金融サービス、ビジネスサービスが主要なもの

である。

2013年、米誌フォーチュンの「世界の大企

業500社」にシンガポールからは2社が選ばれ

ている。世界239位 ：ウィルマー ・インターナ

ショナル（食品、売上高440億円レ）、世界459位：

フレクストロニクス（電子機器、売上高261億

円レ）である。

2014年、シンガポールの消費税率は主要国

最低の7%、法人税率も主要国最低の17%であ

る。製造業作業員基本給月額はl,433 ＇，~で、ある 。

シンガポールは1960年代半ばから輸出志向

型工業化戦略に転換し、 1980年代からは産業



の高度化を一貫して続けてきている。 1990年

代には高度な知識集約型産業の育成を目指して

研究開発を基礎とする新たな産業政策を展開し、

欧米諸国の多国籍企業のアジア太平洋地域にお

ける拠点の地位を保っており、特に近年は東南

アジア金融センターとして不動の位置を占めて

いる。

2010年代に入って製造業にやや陰りが見え

るが、情報・通信、金融、ビジネスサービスの

ほか、世界有数の石油製品輸出園、輸出用石油

製造拠点という立地を活かした新しい分野での

伸びが目立ってきている。2011年ころから欧

米、日本、中国 ・インドなどの国々が企業の統

括拠点や研究開発の地域拠点をシンガポールに

設置する動きが目立ってきている。

シンガポールが掲げる発展のビジョンは今後

も着実に具現化されると思われる。そして世界

経済のうねりに乗って成功を掴んできたこの国

では同じ波を目指す企業が今後も次々と誕生し

ていくことが予測される。最大の眼目は、「シ

ンガポールブPランド」の具現化と優秀な研究者

による研究成果を国家の産業振興に役立てるこ

とある。そのためには、シンガポール国立大学

(NUS）が高いレベルにあることでシンガポー

ルのイメージが高まり、優秀な研究者が集まる

ということが必須の要件となる⑫。

世界一流の人材を集めることにもシンガポー

ルは熱意を注いでいる。特に産業振興につなが

る科学技術については、有能な研究者を呼び込

むため好待遇と優良な研究環境を整え、世界規

模でピンポイントのヘッ ドハンティングをおこ

なっている。アジア域内地域の統括や研究開発

の拠点をシンガポールに構える企業も多くなっ

ている。東南アジアに加えて、インドや中東へ

のビジネス展開拠点としてのハプ機能をシンガ

ポールに期待する企業も少なくない。

シンガポールの発展の鍵はコンパクトな行政

と経済システムによる時流への柔軟かつスピー

ディーな対応にある。次世代を予見し他国に先

んじてプロジェクトを次々に展開し成功させて

きている。大規模な埋め立て工事や先端都市開

発プロジェク トにおいても竣工を待たずに投資

や入居のオファーが相次いでいるという事実が

シンガポールへの期待感の高さを裏付けている。

シンガポールは外国資本を積極的に導入する

資本集約型事業に加えて知識集約型事業の強化

にも着手している。1982年、シリコンバレー

を模したシンガポール・サイエンスパーク運用

開始、 2003年、アジアのバイオテクノロジー

の中核となるバイオポリス運用開始、 2008年、

情報通信、物理化学関連事業の集積地となる

フュージョンポリスを始動させ、アジアのイノ

ベーション事業の拠点を目指す国家戦略を具現

イじさせている。フュージョンポリスはバイオポ

リスをさらに発展させたイノベーションシティ

である。産学交流、異業種交流を活発におこな

うための施設を設け、事業の付加価値を高めつ

つ深化させることを目指している。国籍、産業、

業態という壁を超えたコラボレーションにより

シンガポール経済を牽引する新たな産業を創出

するはずとの期待が込められている。その期待

も込めてフュージョンと命名された。官民の研

究機関が同居するこの研究集積ゾーンにおいて

最終的には8,000～10,000人の研究者が活動

する予定である。

シンガポールは基幹産業を知識集約型産業に

シフトした段階から人材教育に力を入れてきて

いる。高度教育政策のもと海外の著名大学など

を誘致し教育環境を向上させて囲内R&D事業

のレベルアップに貢献している。政府が実施す

る奨学制度は若年層のみならず企業の幹部クラ

スの優良な研究者も対象としていて評価が高い。

奨学生はハーバード、 スタンフォード、ケンブ

リッジ、オ ックスフォード、 MITなど著名な大

学や研究所で研績を積みシンガポールへ戻る。

若年層の教育に加えて即戦力となる人材の招鴨

も積極的におこなっている。

国際的な人材の育成はシンガポールが目指す

事業 ・エコ システムを機能させるためにも不可

欠のものであるとの認識がある。すなわち世界

と共存し、より優れた産業へと発展していくエ

コシステムの基本となるのは国境を越えた人と
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人とのつながりである。世界中から優秀な人材

が集まる教育機関へ多くの若者を送り出し強力

なコネクションを築くことは未来のグローパル

ビジネス展開のために重要な布石にもなる。そ

して国際性豊かで優秀な人材の蓄積はエコシス

テムが健全に機能するイノベーションシティと

しての成功につながるのである。

多国籍企業が大いに活躍するシンガポールで

も圏内企業の国際化も極めて重要な課題であり

そのためのパックアップ体制がとられている。

バイオテクノ ロジ一、 金融、 IT、デジタル、交

通、物流、化学、教育産業を重点事業と位置付

け、戦略的クラスターアプローチとしてイベン

トや国際会議の誘致を強化してきている。さら

に誘致するだけでなくプログラムの質の向上を

提案し関連事業の振興へとつなげている。そう

いったアプローチは国の基幹産業の強化と新た

な事業の開拓という形で還元されている。

(2）外資系企業

シンガポールはもともと投資環境が整ってい

るとの評価が高く、世界で最もビジネスのしや

すい固といわれており、シンガポールを他の

ASEAN諸国へ進出するゲートウェイと位置付

ける企業戦略さえ見受けられる⑬。

シンガポールは東南アジアで先進国の立場に

あり多くの外資系企業が集まっている。シンガ

ポールの証券市場はアジアで最も大きく、東南

アジアの成長を担っている。

シンガポールは世界で、最も自由な経済市場と

いえよう。資本進出が自由、外貨管理が緩やか、

労働力流動性が高い、人材の流入に積極的など

の特徴を有する。ひとことでいえば海外からヒ

トと資金を呼び込む総合的戦略の採用である⑭。

シンガポールは南国の気候や海に面している

とし寸環境を活用し観光国として知名度を上げ

ることで経済を活発化させて国外から企業を呼

び込み発展につなげた。1960年代初頭から島

西部のジュロン地区に工業団地を造成し外資系

企業の誘致に着手した。長期対策として製造業

と並んで金融や通信などのサービス産業の振興

のほか、シンガポールを近隣アジア諸国の事業
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の地域統括拠点とするため多国籍企業を誘致す

る方針を決定した。

シンガポールは1970年代から外国人労働者

の受け入れを積極的に推進しているが、労働者

の管理に最も成功した国のひとつでもある⑮。

外資の直接投資が活発化した結果、外国直接

投資（FDI)は、 1998年の1,442億なから2014

年のl兆246億なへと急拡大している。投資国

も変化しつつある。従来の主要投資国であるア

メリカ、 EU、日本の投資割合は1998年の59%

から2014年には49%に縮小する一方で、、中国

とインドの合計投資割合は同時期4%から8%へ

拡大し新興国の投資が拡大している。

シンガポールは欧米などのアジア進出拠点と

いうだけでなく新興国のアジア、そして先進国

への進出拡大拠点となっている。

外資企業の投資業種も変化している。FDI

に占める製造業の割合は、 1998年の36%から

2014年には14%に縮小する一方で、金融 ・保

険は同時期37%から50%へと拡大している。外

資系企業にとってシンガポールの役割は大きく

変化したといえる。

低率な法人税が企業を誘引する。シンガポー

ルの法人税は17%と低率であるが、輸出額が

多い、研究開発をおこなっているなどの理由で

様々な税率の低減措置をとり、ときには10%

を下回ることもある。その結果、多くの企業が

アジア統括の拠点をシンガポールに置くように

なっている。日本企業も立地しておりその数は

2,000社を超えるといわれる。

シンガポールの工業化は外資系多国籍企業の

資本と技術を中心として進められている。

世界のトップ50社の銀行はすべてシンガ

ポールに支店を設置している。シンガポールの

銀行の95%が外資系であり、資産額の57%を

占める。

シンガポールが描く発展のシナリオでは次世

代の世界経済を担う新しい産業の創出が重要な

鍵になる⑮。 シンガポールの成長は中東、オセ

アニア、アジアとを結ぶ絶好のロケーションを

活かした貿易の振興や外資導入の推進など一貫



した開放路線に徹した対外政策によるところが

大きい。シンガポールは集積が新たな集積を呼

んで世界のハブ産業の拠点設置が相次いでおり、

石油化学、航空、バイオ産業も育成されている⑪。

シンガポールは知的立国へ遁進する。建国の

父リ ー・ クアンユー （李光耀）は人材を最大の

資源として重視し、大学教育や研究は国家生存

に役立つ人材養成の手段であると位置付けてい

る⑩。

シンガポールへの外資系製造業企業の進出は

主要産業である電気機器を見ても 1960年代ま

では単純な加工組立てが主であった。 1970年

代後半以降、国際競争力を維持するための製品

のハイテク化、高付加価値化が進捗してシンガ

ポールの産業構造は技術資本集約型へと大きく

転換している。国際分業化の流れの中でもシン

ガポールは先端を歩んで、いる。日本の進出企業

の事業内容を見ると地域営業本部や国際部品調

達拠点としての機能を持つものが多い。

シンガポールは金融部門でも対外開放政策

と自由化を推進している。 1960年代末のア

ジアダラ ー市場の創設に端を発し、現在では

SI MEXを中心に一大国際金融センターが形成

されている。

東西交易の要衝として発展してきたシンガ

ポールは国際的な物流拠点で、もある。日本から

も運輸 ・倉庫関連企業がチャンギ国際空港周辺

を中心に進出している。商社は製造業企業が進

出する際の合弁ノ号ート ナーとして進出する場合

が大半であるが、東南アジアのビジネスセン

ターとしてのシンガポールに着目して情報収集

や地域統合機能を併せ持つケースも少なくない。

2013年の外資系資本投資額は89億s＇，~で、内

訳はアメリカ37億s＇：.、 EC32億s＇：.、日本6億s
k、その他14億s＇，.である。

シンガポール政府は競争力強化のための政策

として連続性、開発性、信頼性、企業の4要素

を重視する戦略を発表している。これは輸送、

物流部門の振興やFTAを活用して他国、地域市

場へのアクセス改善を目指すものである。シン

ガポールはFTA戦略の旗手であるといえよう⑩。

日本の企業もこうした良好なビジネス環境

に誘引されて、シンガポールを司令塔にして

A SEAN全体のビジネスに目を配る体制を敷い

ている。2011年だけでもキリンホールデイン

グス、 三井化学、日清食品ホールディングス、

サン トリー食品インターナショナルなどの有力

企業がシンガポールに地域統括拠点を設置して

いる＠。

201 l年、外資系企業と外国人労働者のGDP

への貢献比率は44%で、 2001年の39%から拡

大しており外資系の存在感は高まっている。経

済開発庁は常に変化する外資系企業のニーズを

把握するため、 誘致拠点となる事務所を欧米や

アジアなど各国23か所に設置している。外資

系企業の誘致活動は欧米などの先進国にとどま

らず、今後アジア地域の重要性が増すことを見

据えて中国やインドなどの新興国においても新

たな誘致活動を展開している。

シンガポールには先端技術を有する世界の企

業が相次いで進出している。その理由のひとつ

に実験室という一風変わった役割がある。この

システムは、新しい技術やサービスを持つ企業

が実用化に向けた実証実験をする場合、シンガ

ポールが多様な援助をおこない多方面から協力

するというものである。シンガポールと企業

が二人三脚で技術を磨き、最新技術に挑戦し、

次世代の技術開発にも貢献するものであるの。

2016年8月まで、シンガポールに拠点を置く外

資企業は、大手の多国籍企業だけでも7000社

以上、そうした大企業と同様にスタート アップ

の顔ぶれも実に国際的だ。

( 3）企業の海外進出

シンガポールは、 1993年、中国の蘇州工業

団地の建設に投資した。進出企業は法人税の優

遇措置が受けられる。開発規模は7,000haで、あ

る。同年、無錫工業団地の建設にも投資してい

る。進出企業は法人税の優遇措置が受けられ

る。開発規模はI,OOOhaで、ある。2007年、イ

ンドネシアのパタム島など3島経済特区に進出

した。進出企業は法人税の優遇措置が受けられ

る。同年、天津浜海新区 ・天津エコシティの建
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設に参加した。このプロジェクトには日本の企

業も参加している。 2010年、ベトナムに進出

した。住宅や商業施設の開発である。ここ数年

シンガポールは中国の重慶に大量進出している。

シンガポールは海外の空港運営会社への出資

やサウジアラビア、 UAE、ロシアなどの空港

運営、管理業務に出資している＠。

シンガポールのl人当たり GDPは世界一流レ

ベルに達し圏内では高度なサービス業が発達し

ている。今後はサービス分野を中心に、豊富な

資金力、グローパルなビジネス経験などを武器

にしたシンガポール企業の日本への進出も活発

イじしそうである⑫。

シンガポールの2013年の対アジア投資残高

は2,895億S＇＂＇で、主要な投資国は中園、香港

などである。対EU投資残高は897億Sなで、主

要な投資国はイギリス、ルクセンブルクなどで

ある。

2010年、シンガポールの海外進出企業数は6

万社である。

（以下次号）

注

① 『慶門大学学報』 2015年第4号「シンガポー

ルの現代化発展の50年を論ずる」王勤稿

② 『ARCレポート（シンガポール）』 2013年5

月号

③ 『ARCレポート（シンガポール）』 2015年6

月号

④ 『週刊東洋経済』201l年11月19日

⑤ 『エコノミスト』 2012年l月17日

⑥ 『日本経済新聞』 2016年4月15日

⑦ 『NIKKEiBUSINESS」I2008年ll月3日

⑧ 『日本海事新聞』 2014年l月6日

⑨ 『エコノミス ト」2013年9月17日

⑩ 『日本海事新聞』 2014年l月6日 「アジア面

展開の中核へ、シンガポール物流事情」

⑪ 『慶門大学学報』2015年第4号「シンガポー

ルの現代化発展の50年を論ずる」王勤稿

⑫ 『週刊東洋経済』2011年7月2日
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⑬ 『ジェトロセンサー』 2015年5月号

⑭ 『週刊東洋経済』 2010年9月25日

⑮ 『エコノミスト』 2012年l月17日号

⑮ 『NIKKEiBUSINESSJJ 2008年11月3日

⑫『日経ヴ、エリタス』 2011年10月30日

⑮ 『週刊東洋経済』 2011年7月2日

⑮ 「ジェトロセンサー』 2007年5月号

⑩ 『NIKKEiBUSINESS』 2012年10月15日

⑫ 『日本経済新聞』 2015年10月20日

⑫ 『ジェトロセンサー』 2010年2月号

⑫『ジェ トロセンサー』 2010年2月号

参考文献

l『シンガポールを知るための65章』第4版

明石書店編著者田村慶子 2016年6月30日

2 『図説大西洋の歴史一世界史を動かした海

の物語』発行所悠書館

著者マーティン・ W ・サンドラー翻訳者

日暮雅道 201 1年11月7日初版発行

3 『海から見た世界史・海洋国家の地政学』発

行所原書房著者シリル・ P・クタンセ

4 『世界の500大企業』四川出版集団発行華

西都市報社編著 2014年第l版

5『現代シルクロード上の国際商業貿易流通』

中国経済出版社馬初荷王瑞編著2016年4月

第l版

6 『ドイツ製造』 重慶出版社華職、沈慈農

著 2015年第I版

7 『世界的大企業の経営』電子工業出版社 劉

世忠著 2013年3月第l版

8 『図説 一帯一路の戦略』人民日報出版社

任宣編 2015年6月第l版

9 IF世界港湾交通地図集』周敏主編 中園地図

出版社 2015年新版

10『国際物流管理』王昭鳳主編電子工業出版

社 2013年新版

1 l『港湾と産業』 陳洪波等著 i折江大学出版社

2013年第l版

12『コンテナ港湾発展と布局研究』韓増村等著

海洋出版社 2006年第1版

13『コンテナ港湾網路形成演化と発展機制』王



成金著科学出版社2012年9月第I版

14『現代コンテナ港湾の建設と運営技術』包起

帆等編著 上海科学技術出版社 2006年第l

版

15『国際港湾功能演変と国際強港建設研究』

趨亜鵬著経済科学出版社 2013年版

16『港湾時代』 子汝民主編人民交通出版社

2012年版

17 Ii港湾戦略協同』趨郷著漸江大学出版社

2012年第l版

18『海港都市国際貿易と現代化』鍾昌標等著

経済科学出版社 2008年8月第l版

19『港湾管理と経営』属瑞芝著 天津人民出版

社 2006年第l版

20『国際物流学』逢字鐸等編著北京大学出版

社 2007年第l版

21『日本海事新聞』 2016年3月30日「2014～
2015年の中国経済と海事産業」回育誠稿

22『KAIUN』 2004年2月号

23『荷主と輸送』 2010年3月号

24『NewsWeek』 January29, 2013 

25『日刊工業新聞』 2009年12月l日 「BBKフ

リーゾーン」

26『中国港湾』「2015年世界港湾の運営」 萎

超雁、謝文卿稿 2016年6月号

27 Ii日刊CARGO』 臨時増刊号 「アセアン物

流特集」

28「海運事情』 2010年第4号

29『中国水運報』「中国遠洋海運集団の世界経営」

鍾謝稿 2016年5月25日

30『中国水運報』「国際コンテナ列車と中枢物

流新世界」 甘環稿 2016年5月18日

31『中国水運報』「東アジア海洋協力揚帆起航」

甘環稿 2016年7月29日

32『中国水運報』「イギリス港湾の現状と将来」

呉華明稿 2016年7月ll日

33『中国水運報』「2016年上半期世界新造船市

場」 秦埼稿 2016年8月l日

34 Ii中国船舶報』「シンガポール海洋構造物の

建造現状と将来」張輝稿 2016年7月8日

35『中国船舶報』「日本造船企業 2016年1-5

月の造船現状」趨妻稿 2016年7月1日

36『コンテナ化』「世界主要港湾の運営と中国」

趨妻稿 2016年第3号、 2016年3月I号

37『中国港湾』「2015年世界港湾の港勢」

2016年5月号

38『中国港湾』「世界の国際航運センターの比較」

方硯稿 2016年3月号

39『中国港湾』「世界の港湾とコンテナの大型化」

周吉等稿 2016年7月号

40『中国水運』 「北極海東北航路の航海実践及

ひ。常態化航行」禁万群等稿 2016年2月号

41『中国水運』 「衛星技術交通運輸業の応用」

曹徳勝稿 2016年2月号

42『日本経済新聞』 2013年12月ll日 「20年

に新港湾」

43『新時代の物流経済』柴田悦子等著 凌字訳

中信出版社 2013年9月第l版

44『中国貿易報』 2015年8月11日

45『中国交通報』 2015年8月11日

46『世界海運』 2015年5月

47『荷主と輸送」 2016年4月号

48 Ii港湾』 「パナマ運河拡張」 2016年6月号

49『中国遠洋海運報』 2016年7月29日

50『中国交通報』 2016年8月2日

51 Ii中国水運報』 2016年7月11日

52『中国船舶報』 2016年7月l日

53『中国船舶報』 2016年7月22日

54『中国水運報』「2016年上半期世界の新造船

市場」 2016年8月I日

55『中国水運報』「2015年世界の大型旅客船建

造」 2016年5月20日

56『中国港湾』「2015年世界の港湾産業の成長」

2016年6月号

57『中国港湾』「2015年世界主要港湾とコンテ

ナ船大型化」 2016年2月号

58 Ii中国港湾』「世界における国際海運センター

の発展」（シンガポールはその国際海運セン

ターの一つである） 2016年3月号

59『中国港湾』「2015年世界主要国国際貿易港

湾の経営」 2016年5月号

60『コンテナ化』「世界における主要港湾運営

21世紀国際貿易港湾発展の研究（九） 67 



会社」（シンガポールの 、シンガポール国

際港務、は世界主要港湾運営会社の一社）

2016年3月号

68 国際経営論集 No.52 2016 


	img029
	img030
	img030-2
	img034
	img034-2
	img035
	img035-2
	img036
	img036-2
	img037
	img037-2
	img038

